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秋田県血液事業推進計画（案）について

Ⅰ 献血推進計画

１ 安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律

第 10 条第４項 都道府県は、基本方針及び献血推進計画に基づき、採血事業者

による献血の受入れが円滑に実施されるよう、毎年度、翌年度の当該都道府県

における献血の推進に関する計画（次項において「都道府県献血推進計画」と

いう。）を定めるものとする。

２ 献血確保目標と実績

献血確保目標値は、翌年度に必要と見込まれる輸血用血液製剤の量、国から割り 

当てられる血漿分画製剤に係る原料血漿確保目標量及び生産年齢人口割合等を勘

案して設定している。

献血確保目標と実績

年 度 27 28 29 30 31（１） ２

献

血

者

確保目標 (人) 46,600 41,200 37,902 38,472 37,371 38,775

実績 (人) 43,587 41,230 34,194 35,243

目標達成率 (％) 93.5 100.1 90.2 91.6

献

血

量

確保目標 (Ｌ) 18,120 16,229 15,062 16,024 16,341 17,157

実績 (Ｌ) 15,369 14,737 12,170 12,869

目標達成率 (％) 84.8 90.8 80.8 80.3

３ 献血事業の現状

（１）平成 30 年度、本県は目標に対して 91.6％の献血者を確保した。

（２）事業所及び高校等に献血の協力を求めるため、赤十字血液センター、市町村

及び保健所等が連携して就業中又は授業中に献血を実施している。

（３）400mL 献血由来の血液製剤の供給が 95％以上を占めることから、400mL 献血

を推進する必要がある。

（４）国の中期目標「献血推進 2020」を達成するため、若年層への献血、集団献血

等に協力いただける新規事業所の開拓、セミナー開催を推進する。

献血推進 2020（平成 26 年 12 月策定）

項 目 目 標
H25 年度

実績値

H32 年度

目標値

若 年 層 の 献 血

者数の増加

10 代※の献血率を増加させる。 6.3% 7.0%

20 代の献血率を増加させる。 7.2% 8.1%

30 代の献血率を増加させる。 6.7% 7.6%

安 定 的 な 集 団

献血の確保

集団献血等に協力いただける企業・団

体を増加させる。

50,712 社 60,000 社

複 数 回 献 血 の

増加

複数回献血者（年間）を増加させる。 996,684 人 1,200,000 人

献 血 の 周 知 度

の上昇

献血セミナーの実施回数（年間）を増加

させる。

1,128 回 1,600 回

※10 代とは献血可能年齢である 16～19 歳を指す。
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Ⅱ 血液の適正使用対策

秋田県合同輸血療法委員会の開催（血液事業推進計画 第３ １ （２））

平成１０年度から合同輸血療法委員会を継続的に開催し、医療関係者向けの講

演や情報交換により血液製剤の適正使用及び輸血療法の適正化の推進を図って

いる。

○ 第２２回合同輸血療法委員会

・日時 令和元年１１月２１日（木）午後１時３０分から午後５時まで

・場所 秋田県庁第二庁舎８階 大会議室

・内容 ・報 告 血液製剤使用状況等に関するアンケート調査結果

血漿交換および人免疫グロブリン詳細調査結果

・話題提供 当院の外傷出血性ショック事例とその対応

秋田大学医学部附属病院 救急科 奥山 学

・特別講演 外傷診療から考える:大量出血患者の病態と輸血療法

東北大学大学院医学系研究科救急医学分野教授 久志本 成樹

・討論主題 『“Choosing Wisely Akita Transfusion Medicine Campaign”

輸血療法における「賢い選択」の推奨項目の検討と実践』を中心

に

・報 告 Choosing Wisely について

秋田県赤十字血液センター 吉田 斉

「秋田県内の輸血療法におけるChoosing Wiselyに関する調査報

告」，「輸血用血液製剤及び血漿分画製剤（アルブミン製剤、免

疫グロブリン製剤）に関する海外の Choosing Wisely 推奨項目と

国内および秋田県での導入検討」

秋田大学医学部附属病院輸血部副部長 藤島 直仁
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令和２年度秋田県血液事業推進計画（案）

本計画は、安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律（昭和３１年法律第１６０号）第

１０条第４項の規定に基づき令和２年度秋田県献血推進計画として定めるとともに、血液製剤の安

全性の確保及び適正使用の推進のために必要な事項を定めるものである。

Ⅰ 献血推進計画

第１ 令和２年度に献血により確保すべき血液の目標量

令和２年度に必要と見込まれる輸血用血液製剤は、赤血球製剤５０，１００単位（昨年度比２，４７０

単位減）、血小板製剤７９，６８０単位（昨年度比１，０８０単位減）、血漿製剤１１，１５０単位（昨年度比２００

単位増）である。そこに国から本県に割り当てられる原料血漿確保目標量１１，４７５L（昨年度比１，０９９L

増）を勘案すると、１７，１５７L（昨年度比８１６L 増）の血液を献血により確保する必要がある。

献 血 目 標 の 内 訳

区 分
全血献血 成分献血

合 計
献血量

（Ｌ）
献血率

２００ｍＬ ４００ｍＬ 血 漿 血小板

献血者数（人） ７３２ ２４，５６７ ８，８９８ ４，５７８ ３８，７７５ １７，１５７ ３．８％

構 成 比 １．９％ ６３．４％ ２２．９％ １１．８％ １００．０％ － －

※献血率＝献血者数／人口（H2７国勢調査結果）

第２ 献血の推進に関する基本的な考え方

１ 計画的な献血の実施

・ 本計画に基づき、保健所は市町村と協議し市町村別献血目標を決定する。

・ 保健所、日本赤十字社秋田県支部（以下「日赤県支部」という。）及び秋田県赤十字血液セン

ター（以下「日赤血液センター」という。）は、市町村担当者と連携を密にし、献血協力事業所

との日程調整に遺漏の無いよう支援する。

２ 献血に関する普及啓発

県、市町村、日赤県支部及び日赤血液センターは、県民に献血や血液製剤に関する理解を深

めるよう広報に努める。

第３ 具体的な方策

１ 効果的な普及啓発、献血者募集等の推進

県、市町村、日赤県支部及び日赤血液センターは、より多くの県民の献血への参加を促進す

るため、広報活動、各種イベント又は街頭キャンペーン等による献血推進活動を行う。

（１）広報活動

・ 県、市町村及び日赤血液センターは、血液への理解を促すポスターの掲示や各種広報媒
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体の活用等により、血液製剤が医療に欠くことのできない有限で貴重なものであることを

含め、献血の正しい知識や必要性について普及啓発に努める。

・ 県、市町村及び日赤血液センターは、採血基準について、県民に対して十分に広報を行

い、献血への協力を求め、献血者の確保に努める。

・ 県は、献血に関する動画及びポスター等の啓発資材を活用して、県民に対して効果的な

啓発に努める。

・ 県は、「あきた県庁出前講座」等の講演により、県民に対して血液の働きや医療への使わ

れ方等、命を救う献血の必要性について説明を行い、正しい知識の普及啓発に努める。

・ 日赤血液センターは、小学校、中学校、高等学校並びに大学等で、児童及び生徒を対象

とした「献血セミナー」を実施し、献血の意義を理解し、将来献血を行ってもらうため、

効果的な広報に努める。

・ 県及び市町村は、若年者層の献血への関心を高めるため、日赤血液センターが実施する

「献血セミナー」を、積極的に活用してもらえるよう学校等に情報提供を行う。

・ 日赤血液センターは、「親子で血液センターのお仕事体験」等を実施して、子育て中の

２０歳代後半から３０歳代を中心とした親子が、献血を模擬体験することで、献血に対す

る理解が深まるよう努める。

（２）献血推進キャンペーン等の実施

・ 愛の血液助け合い運動

県及び日赤血液センターは、７月に全国一斉に展開される「愛の血液助け合い運動」の

期間中、学生献血推進協議会等ボランティアの協力を得て、夏期の血液不足解消と４００

ミリリットル献血や成分献血の推進及び普及に努める。

・ クリスマス献血キャンペーン

日赤血液センターは、学生献血推進協議会及びボランティア団体等が参加するクリスマ

ス期間の献血を街頭で実施し、冬期の血液不足の解消と、若年層の献血の普及啓発に努め

る。

・ はたちの献血キャンペーン

県及び日赤血液センターは、１月及び２月に全国的に実施される「はたちの献血」キャ

ンペーンにおいて、成人式を迎える「はたち」の若者を中心に、広く県民各層に献血に関

する理解と協力を求め、特に冬期における献血者の確保に努める。

（３）企業等における献血の推進対策

・ 日赤血液センターは、県及び市町村の協力を得て、献血に協賛する企業や団体を募り、

その社会貢献活動の一つとして、企業等における献血の推進を促す。また、日赤血液セン

ター等における献血推進活動の展開に際し、地域の実情に即した方法で企業等との連携を

図り、企業等における献血の推進を図るための呼びかけを行う。

・ 県及び日赤血液センターは、企業等に対して、特に２０～３０歳代の労働者の献血促進

について協力を求める。

（４）地域献血（参集型事業所献血）の実施

・ 県、市町村及び日赤血液センターは、献血に協力する団体等と協力して、献血会場の周

辺の住民に対して積極的に協力を呼びかけ、地域一帯となって献血を推進する「地域献血」
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を実施する。

（５）複数回献血者確保の推進

・ 日赤血液センターは、県及び市町村の協力を得て、複数回献血者の協力が十分に得られ

るよう体制を構築し、献血者の安定確保を図る。

・ また、献血に継続的に協力が得られている複数回献血者の組織化及びサービスの向上を

図り、その増加に取り組むとともに、献血の普及啓発活動に協力が得られるよう取り組む。

（６）全血献血の在り方と高校献血の推進

・ 県、市町村及び日赤血液センターは、血液製剤の安全性、製造効率、医療機関の需要の

観点から、献血を推進する上では、４００ミリリットル献血を基本として行うものとする。

・ 県、日赤血液センターは、連携して、高等学校に対して献血への理解と協力を求める。

・ 将来の献血基盤の確保という観点から、若年層への献血推進は非常に重要であり、高校

生等の若年層による初回献血時のときは２００ミリリットル献血を推進するなど、出来る

限り献血を経験してもらう。

２ 献血推進体制

（１）献血協力団体との連携

県、市町村及び日赤血液センターは、事業所、学校等の施設、商工会、青年会、婦人会、 

町内会等の地域組織、ライオンズクラブ、赤十字奉仕団及び秋田県学生献血推進協議会等ボ

ランティア組織に献血運動への支援、協力を要請する。

（２）関連分野との協力

県及び日赤血液センターは、教育機関と連携を図るとともに報道機関にも積極的な協力を

呼びかける。

３ 献血者への謝意

（１）県知事表彰及び感謝状

県は、献血推進に功績のあった個人又は団体に知事表彰状若しくは知事感謝状を、献血回

数が１００回に達した個人に知事感謝状を贈呈する。

（２）日本赤十字社有功章

日赤血液センターは、献血推進に功績のあった個人又は団体に対し日本赤十字社有功章を

贈呈する。

（３）保健所長感謝状

県保健所は、献血回数が５０回に達した個人に対し保健所長感謝状を贈呈する。

（４）献血ポイント

日赤血液センターは、高等学校在学中に献血ポイントが５ポイントに達した高校生に対し、

卒業時に感謝状及び記念品を贈る。

４ 献血者の健康増進

日赤血液センターは、献血者が自己の健康管理に活用できるよう生化学的検査及び血球計数

検査結果を通知し、献血不適格者には、健康増進に役立つよう健康アドバイス用のリーフレッ

トを配布する。

５ 献血者の安全の確保

日赤血液センターは、採血時の検診医師確保のため、医師会等関連団体に医師派遣の要請を
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行う。

また、安心して献血できる環境を整備するため、採血の度に、採血の手順や採血後に充分な

休憩をとる必要性、気分が悪くなった場合の対処方法等について、事前説明を十分に行い、献

血者の安全確保を図る。

Ⅱ 血液製剤の安全性の確保及び適正使用

第１ 血液製剤の安全性の確保及び適正使用に関する基本的な考え方

１ 血液製剤の安全性の確保

献血で得られた血液製剤は医薬品であり、その有効性及び安全性を確保するとともに、必要

な情報を提供しなければならない。

２ 血液製剤の適正使用

医療関係者は、血液製剤が人の血液に由来する有限で貴重なものであること及び原料に由来

する感染のリスク等について特段の注意を払う必要があることを十分認識し、患者に真に必要

な場合に限って血液製剤を使用するなど、適切かつ適正な使用を一層推進しなければならない。

第２ 血液製剤の安全性の確保及び供給

１ 日赤血液センターは、献血された血液について抗原・抗体検査及び核酸増幅検査等を実施す

るとともに、血液製剤の回収等が発生した場合は、血液製剤の病原微生物の感染リスク等に関

する情報を的確に医療機関に伝達する。

２ 日赤血液センターは、医療機関からの緊急要請時における供給体制の整備等を行い、血液製

剤の効率的な供給を図る。

３ 県及び日赤血液センターは、大規模地震等の災害発生時の血液製剤の大量かつ緊急供給に対

処するため、情報システムの構築、他の都道府県への協力要請連絡体制、搬送システムの整備

等について関係機関と協議し対策を講ずる。

第３ 血液製剤の適正な使用について

医療関係者は、血液製剤の適正使用に努めるとともに、安全性情報の収集及び患者に対するイ

ンフォームドコンセントに努める。

１ 血液製剤の適正使用の推進

（１）血液製剤の使用適正化等に関する資料の配布

県及び日赤血液センターは、血液製剤の使用適正化等に関する資料を医療機関に配布し、

その有効活用を促す。

（２）秋田県合同輸血療法委員会等の開催

県は、「輸血療法の実施に関する指針」に基づき各病院に輸血療法委員会の設置を働きかけ 

るとともに、医療関係者と協力して秋田県合同輸血療法委員会を開催し、血液製剤の使用適

正化及び輸血療法の適正化の推進を図る。

（３）血液製剤の保管管理等に関する実地指導

県及び秋田市は、「血液製剤保管管理マニュアル」に基づき、血液製剤を取り扱う病院等に
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対し、立入検査等により血液製剤の保管管理及び取扱いを調査し、必要な指導を行う。

（４）血液製剤の記録、感染症報告等

医療機関は、特定生物由来製品である血液製剤の使用にあたり、患者への適切な説明、使 

用記録の作成・保管及び輸血前後の感染検査を適切に実施するとともに、感染が明らかにな

った場合には速やかに厚生労働大臣に報告しなければならない。

２ 各機関の役割

「安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律」の規定に基づき県、市町村及び日赤血

液センターの担うべき役割は、別紙「令和２年度血液事業実施事項」のとおりとする。
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令和２年度血液事業実施事項（案）

実 施 事 項 及 び 実 施 主 体

県（医務薬事課・保健所） 市 町 村 日 赤

１ 秋田県血液事業推進協議会の開催

２ 地域保健医療福祉協議会献血推進

部会の開催

３ 保健所献血担当者会議の開催

４ 市町村献血担当者会議の開催

５ 献血者登録制度の推進

１ 市町村献血推進協議会の開催

２ 事業所等との献血体制の確立

３ 献血日程の立案・調整

１ 計画的採血体制の確立

２ 献血者登録制度の推進

１ 地域、職域組織との連携強化

２ ボランティアとの協力

１ 町内会組織への呼びかけ

２ ボランティアとの協力

１ 日赤奉仕団、青年赤十字奉仕団へ

の協力要請

２ 秋田県学生献血推進協議会の育成

３ ボランティア団体の育成及び献血

協力要請

１ ポスター・デジタル大型ビジョン等
による広報

２ 愛の血液助け合い運動

３ はたちの献血キャンペーン

４ 県庁出前講座

５ ポスター、パンフレットの作成

６ 血液事業の概況（冊子）の作成

７ 複数回献血者確保の推進

８ 高校教育との連携

９ 児童や生徒への普及啓発

10 報道関係を利用したＰＲ

11 地域献血（参集型事業所献血）

12 献血運動推進全国大会

13 若年層に対する献血セミナーの推進

１ 広報誌等の活用

２ 広報車によるＰＲ

３ ポスター、リーフレットの配布

４ はたちの献血キャンペーン

５ 日赤奉仕団、職域組織との連携

６ 地域献血（参集型事業所献血）

７ 若年層に対する献血セミナーの推進

１ 赤十字キッズタウン

２ 報道機関を利用した普及啓発

３ 各種献血イベント

４ 愛の血液助け合い運動

５ 献血感謝祭

６ 東北学生サマー献血キャンペーン

７ 全国学生クリスマス献血キャンペ

ーン

８ はたちの献血キャンペーン

９ 事業所献血協力者等の会議

10 献血啓発用チラシの作成

11 地域献血（参集型事業所献血）

12 献血運動推進全国大会

13 若年層に対する献血セミナー

14 複数回献血クラブ会員の募集

１ 市町村、事業所、学校訪問

２ 高等学校献血協力等の会議

１ 事業所、職域組織、学校訪問 １ 街頭献血の実施

２ 地域組織の献血推進

３ 市町村、事業所、学校訪問

１ 献血推進功労知事表彰・感謝状

２ 献血100回者への知事感謝状

３ 献血50回者への保健所長感謝状

４ 献血者への記念品

１ 献血者への記念品 １ 健康管理のための検査結果通知等

２ 高校生への記念品

３ 日本赤十字社有功章の贈呈

４ 日本赤十字社献血者顕彰規定によ

る記念品の贈呈

１ 血液製剤の安全性の向上及び安定

供給の確保を図るための基本的な

方針、「血液製剤の使用指針」等

の周知

２ 秋田県合同輸血療法委員会の開催

３ 適正化個別指導

４ 医療機関での記録作成、輸血前後

の感染症確認を指導

１ 秋田県合同輸血療法委員会の開催

２ 血液製剤の副作用等に係る情報の

伝達収集

３ 医療機関での記録作成、輸血前後

の感染症確認を情報提供

１ 大規模地震等の災害発生時におけ

る供給体制等の整備

１ 血液製剤の感染リスクに関する情

報の医療機関への提供

２ 供給体制の整備

３ 大規模地震等の災害発生時におけ

る供給体制等の整備
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秋田県血液事業推進計画（案）新旧対照表

旧 新

平成３１年度秋田県血液事業推進計画

本計画は、安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律（昭和３ 

１年法律第１６０号）第１０条第４項の規定に基づき平成３１年度秋田

県献血推進計画として定めるとともに、血液製剤の安全性の確保及び適

正使用の推進のために必要な事項を定めるものである。

Ⅰ 献血推進計画

第１ 平成３１年度に献血により確保すべき血液の目標量

平成３１年度に必要と見込まれる輸血用血液製剤は、赤血球製剤５

２，５７０単位（昨年度比２，７１０単位減）、血小板製剤８０，７６

０単位（昨年度比２２，６４０単位減）、血漿製剤１０，９５０単位（昨

年度比９０単位増）であり、国から本県に割り当てられる原料血漿確保

目標量１０，３７６L（昨年度比４００L 増）を勘案すると、１６，３４
１L（昨年度比３１７L 増）の血液を献血により確保する必要がある。

献 血 目 標 の 内 訳

全血献血 成分献血 献血量
区分

令和２年度秋田県血液事業推進計画（案）

本計画は、安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律（昭和３ 

１年法律第１６０号）第１０条第４項の規定に基づき令和２年度秋田

県献血推進計画として定めるとともに、血液製剤の安全性の確保及び適

正使用の推進のために必要な事項を定めるものである。

Ⅰ 献血推進計画

第１ 令和２年度に献血により確保すべき血液の目標量

令和２年度に必要と見込まれる輸血用血液製剤は、赤血球製剤５０，

１００単位（昨年度比２，４７０単位減）、血小板製剤７９，６８０

単位（昨年度比１，０８０単位減）、血漿製剤１１，１５０単位（昨

年度比２００単位増）である。そこに国から本県に割り当てられる原料

血漿確保目標量１１，４７５L（昨年度比１，０９９L 増）を勘案する
と、１７，１５７L（昨年度比８１６L 増）の血液を献血により確保す
る必要がある。

献 血 目 標 の 内 訳

全血献血 成分献血 献血量
区分

献血者数（人）
構成比

732 24,567 8,898 4,578 38,775 17,157 3.8%献血者数（人）
構成比

902 24,621 6,188 5,660 37,371 16,341 3.7%

1.9% 63.4% 22.9% 11.8% 100.0% - -2.4% 65.9% 16.6% 15.1% 100.0% - -

※献血率＝献血者数／人口（H27 国勢調査結果）

第２ 献血の推進に関する基本的な考え方

１ 計画的な献血の実施

・ 本計画に基づき、保健所は市町村と協議し市町村別献血目標を決

定する。

・ 保健所、日本赤十字社秋田県支部（以下「日赤県支部」という。）

及び秋田県赤十字血液センター（以下「日赤血液センター」という。）

は、市町村担当者と連携を密にし、献血協力事業所との日程調整に

遺漏の無いよう支援する。

２ 献血に関する普及啓発

県、市町村、日赤県支部及び日赤血液センターは、県民に献血や

血液製剤に関する理解を深めるよう広報に努める。

（略）

合計 献血率２００ｍL ４００mL 血漿 血小板 （Ｌ）
合計 献血率２００ｍL ４００mL 血漿 血小板 （Ｌ）

※献血率＝献血者数／人口（H27 国勢調査結果）

第２ 献血の推進に関する基本的な考え方
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第３ 具体的な方策

１ 効果的な普及啓発、献血者募集等の推進

県、市町村、日赤県支部及び日赤血液センターは、より多くの県 

民の献血への参加を促進するため、広報活動、各種イベント又は街

頭キャンペーン等による献血推進活動を行う。

（１）広報活動

・ 県、市町村及び日赤血液センターは、血液への理解を促すポ

スターの掲示や各種広報媒体の活用等により、血液製剤が医療

に欠くことのできない有限で貴重なものであることを含め、

献血の正しい知識や必要性について普及啓発に努める。

・ 県、市町村及び日赤血液センターは、採血基準について、県

民に対して十分に広報を行い、献血への協力を求め、献血者の

確保に努める。

・ 県は、献血に関する動画及びポスター等の啓発資材を活用し

て、県民に対して効果的な啓発に努める。

・ 県は、「あきた県庁出前講座」等の講演により、県民に対し

て血液の働きや医療への使われ方等、命を救う献血の必要性に

ついて説明を行い、正しい知識の普及啓発に努める。

・ 日赤血液センターは、小学校、中学校、高等学校並びに大学

等で、児童及び生徒を対象とした「献血セミナー」を実施し、

献血の意義を理解し、将来献血を行ってもらうため、効果的な

広報に努める。

・ 県及び市町村は、若年者層の献血への関心を高めるため、日

赤血液センターが実施する「献血セミナー」を、積極的に活用

してもらえるよう学校等に情報提供を行う。

・ 日赤血液センターは、「親子で血液センターのお仕事体験」

等を実施して、子育て中の ２０歳代後半から３０歳代を中

心とした親子が、献血を模擬体験することで、献血に対する理

解が深まるよう努める。

（２）献血推進キャンペーン等の実施

・ 愛の血液助け合い運動

県及び日赤血液センターは、７月に全国一斉に展開される

「愛の血液助け合い運動」の期間中、学生献血推進協議会等ボ

ランティアの協力を得て、夏期の血液不足解消と４００ミリリ 

ットル献血や成分献血の推進及び普及に努める。

・ クリスマス献血キャンペーン

日赤血液センターは、学生献血推進協議会及びボランティア 

団体等が参加するクリスマス期間の献血を街頭で実施し、冬期

の血液不足の解消と、若年層の献血の普及啓発に努める。

・ はたちの献血キャンペーン

第３ 具体的な方策

１ 効果的な普及啓発、献血者募集等の推進

（略）

（略）

（略）
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県及び日赤血液センターは、１月及び２月に全国的に実施さ 

れる「はたちの献血」キャンペーンにおいて、成人式を迎える

「はたち」の若者を中心に、広く県民各層に献血に関する理解

と協力を求め、特に冬期における献血者の確保に努める。

（３）企業等における献血の推進対策

・ 日赤血液センターは、県及び市町村の協力を得て、献血に協

賛する企業や団体を募り、その社会貢献活動の一つとして、企

業等における献血の推進を促す。また、日赤血液センター等に

おける献血推進活動の展開に際し、地域の実情に即した方法で

企業等との連携を図り、企業等における献血の推進を図るため

の呼びかけを行う。

・ 県及び日赤血液センターは、企業等に対して、特に２０歳代

・３０歳代の労働者の献血促進について協力を求める。

（４）地域献血（参集型事業所献血）の実施

・ 県、市町村及び日赤血液センターは、献血に協力する団体等

と協力して、献血会場の周辺の住民に対して積極的に協力を呼

びかけ、地域一帯となって献血を推進する「地域献血」を実施

する。

（５）複数回献血者確保の推進

・ 日赤血液センターは、県及び市町村の協力を得て、複数回献

血者の協力が十分に得られるよう体制を構築する。

・ また、献血に継続的に協力が得られている複数回献血者の組

織化及びサービスの向上を図り、その増加に取り組むととも

に、献血の普及啓発活動に協力が得られるよう取り組む。

（６）全血献血の在り方と高校献血の推進

・ 県、市町村及び日赤血液センターは、血液製剤の安全性、製

造効率、医療機関の需要の観点から、献血を推進する上では、

４００ミリリットル献血を基本として行うものとする。

・ 県、日赤血液センターは、連携して、高等学校に対して献血

への理解と協力を求める。

・ 将来の献血基盤の確保という観点から、若年層への献血推進

は非常に重要であり、高校生等の若年層による初回献血時のと

きは２００ミリリットル献血を推進するなど、出来る限り献血

を経験してもらう。

２ 献血推進体制

（１）複数回献血者の推進

日赤血液センターは、複数回献血を推進し、献血者の安定確保

を図る。

（２）献血協力団体との連携

県、市町村及び日赤血液センターは、事業所、学校等の施設、

（３）企業等における献血の推進対策

・ 日赤血液センターは、県及び市町村の協力を得て、献血に協

賛する企業や団体を募り、その社会貢献活動の一つとして、企

業等における献血の推進を促す。また、日赤血液センター等に

おける献血推進活動の展開に際し、地域の実情に即した方法で

企業等との連携を図り、企業等における献血の推進を図るため

の呼びかけを行う。

・ 県及び日赤血液センターは、企業等に対して、特に２０～

３０歳代の労働者の献血促進について協力を求める。

（略）

（５）複数回献血者確保の推進

・ 日赤血液センターは、県及び市町村の協力を得て、複数回献

血者の協力が十分に得られるよう体制を構築し、献血者の安

定確保を図る。

・ また、献血に継続的に協力が得られている複数回献血者の組

織化及びサービスの向上を図り、その増加に取り組むととも

に、献血の普及啓発活動に協力が得られるよう取り組む。

（略）

２ 献血推進体制

（削除） ※１（５）と統合

（１）献血協力団体との連携

県、市町村及び日赤血液センターは、事業所、学校等の施設、
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商工会、青年会、婦人会、町内会等の地域組織、ライオンズクラ

ブ、赤十字奉仕団及び秋田県学生献血推進協議会等ボランティア

組織に献血運動への支援、協力を要請する。

（３）関連分野との協力

県及び日赤血液センターは、教育機関と連携を図るとともに報

道機関にも積極的な協力を呼びかける。

３ 献血者への謝意

（１）県知事表彰及び感謝状

県は、献血推進に功績のあった個人又は団体に知事表彰状若し 

くは知事感謝状を、献血回数が１００回に達した個人に知事感謝

状を贈呈する。

（２）日本赤十字社有功章

日赤血液センターは、献血推進に功績のあった個人又は団体に

対し日本赤十字社有功章を贈呈する。

（３）保健所長感謝状

県保健所は、献血回数が５０回に達した個人に対し保健所長感

謝状を贈呈する。

（４）献血ポイント

日赤血液センターは、高等学校在学中に献血ポイントが５ポイ 

ントに達した高校生に対し、卒業時に感謝状及び記念品を贈る。

４ 献血者の健康増進

日赤血液センターは、献血者が自己の健康管理に活用できるよう 

生化学的検査及び血球計数検査結果を通知し、献血不適格者には、

健康増進に役立つよう健康アドバイス用のリーフレットを配布す

る。

５ 献血者の安全の確保

日赤血液センターは、採血時の検診医師確保のため、医師会等関

連団体に医師派遣の要請を行う。

また、安心して献血できる環境を整備するため、採血の度に、採

血の手順や採血後に充分な休憩をとる必要性、気分が悪くなった場

合の対処方法等について、事前説明を十分に行い、献血者の安全確

保を図る。

Ⅱ 血液製剤の安全性の確保及び適正使用

第１ 血液製剤の安全性の確保及び適正使用に関する基本的な考え方

１ 血液製剤の安全性の確保

献血で得られた血液製剤は医薬品であり、その有効性及び安全性

を確保するとともに、必要な情報を提供しなければならない。

２ 血液製剤の適正使用

商工会、青年会、婦人会、町内会等の地域組織、ライオンズクラ

ブ、赤十字奉仕団及び秋田県学生献血推進協議会等ボランティア

組織に献血運動への支援、協力を要請する。

（２）関連分野との協力

県及び日赤血液センターは、教育機関と連携を図るとともに報

道機関にも積極的な協力を呼びかける。

３（略）

Ⅱ 血液製剤の安全性の確保及び適正使用

（略）



-
 
1
3
 
-

医療関係者は、血液製剤が人の血液に由来する有限で貴重なもの 

であること及び原料に由来する感染のリスク等について特段の注意

を払う必要があることを十分認識し、患者に真に必要な場合に限っ

て血液製剤を使用するなど、適切かつ適正な使用を一層推進しなけ

ればならない。

第２ 血液製剤の安全性の確保及び供給

１ 日赤血液センターは、献血された血液について抗原・抗体検査及

び核酸増幅検査等を実施するとともに、血液製剤の回収等が発生し

た場合は、血液製剤の病原微生物の感染リスク等に関する情報を的

確に医療機関に伝達する。

２ 日赤血液センターは、医療機関からの緊急要請時における供給体

制の整備等を行い、血液製剤の効率的な供給を図る。

３ 県及び日赤血液センターは、大規模地震等の災害発生時の血液製

剤の大量かつ緊急供給に対処するため、情報システムの構築、他の

都道府県への協力要請連絡体制、搬送システムの整備等について関

係機関と協議し対策を講ずる。

第３ 血液製剤の適正な使用について

医療関係者は、血液製剤の適正使用に努めるとともに、安全性情報

の収集及び患者に対するインフォームドコンセントに努める。

１ 血液製剤の適正使用の推進

（１）血液製剤の使用適正化等に関する資料の配布

県及び日赤血液センターは、血液製剤の使用適正化等に関する

資料を医療機関に配布し、その有効活用を促す。

（２）秋田県合同輸血療法委員会等の開催

県は、「輸血療法の実施に関する指針」に基づき各病院に輸血 

療法委員会の設置を働きかけるとともに、医療関係者と協力して

秋田県合同輸血療法委員会を開催し、血液製剤の使用適正化及び

輸血療法の適正化の推進を図る。

（３）血液製剤の保管管理等に関する実地指導

県及び秋田市は、「血液製剤保管管理マニュアル」に基づき、 

血液製剤を取り扱う病院等に対し、立入検査等により血液製剤の

保管管理及び取扱いを調査し、必要な指導を行う。

（４）血液製剤の記録、感染症報告等

医療機関は、特定生物由来製品である血液製剤の使用にあた

り、患者への適切な説明、使用記録の作成・保管及び輸血前後の

感染検査を適切に実施するとともに、感染が明らかになった場合

には速やかに厚生労働大臣に報告しなければならない。

２ 各機関の役割

（略）

（略）

２ 各機関の役割
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「安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律」の規定に基 

づき県、市町村及び日赤血液センターの担うべき役割は、別紙「平

成３１年度血液事業実施事項」のとおりとする。

「安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律」の規定に基

づき県、市町村及び日赤血液センターの担うべき役割は、別紙「令

和２年度血液事業実施事項」のとおりとする。


